
邑楽町創業支援事業補助金交付要綱

（目的）

第１条 この要綱は、町内経済の活性化及び雇用の確保を図ることを目的とし、

町内で新たに創業する者に対し予算の範囲内で邑楽町創業支援事業補助金

（以下「補助金」という。）を交付することについて、邑楽町補助金等に関す

る規則（昭和53年邑楽町規則第２号。以下「規則」という。）に定めるものの

ほか、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。

(1) 創業 事業を営んでいない個人が町内に事業拠点を設置し、所得税法

（昭和40年法律第33号）第229条に規定する開業等の届出により新たに事業

を開始すること又は新たに法人を設立し、中小企業者として事業を開始す

ることをいう。

(2) 中小企業者 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規

定する中小企業者をいう。

(3) 特定創業支援等事業 産業競争力強化法（平成25年法律第98号）第127条

第１項の規定に基づき策定した邑楽町創業支援等事業計画に定める創業支

援等事業のうち、「経営・財産・人材育成・販路開拓」の全項目について、

４回以上、１月以上の期間をかけて創業希望者に知識を習得させる目的で

行う事業をいう。

(4) 創業支援事業 補助金の交付の対象となる創業に係る事業をいう。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付対象者は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。

(1) 補助金の交付申請年度内に創業を予定している者又は交付申請時にお

いて創業の日から30日を経過していない者

(2) ３年以上継続して営業する見込みがある者

(3) 群馬県から支援を受けて行う事業として、群馬県商工会連合会が毎年実

施しているぐんま創業スクールを受講し、特定創業支援等事業により町の

証明書の発行を受ける予定の者又は受けた者

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は補助金の対

象とすることができない。

(1) 邑楽町暴力団排除条例（平成24年邑楽町条例第17号）第２条第１項に規

定する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団員等である者



(2) 他の者が行っていた事業を継承して行う者

(3) フランチャイズ契約又はこれに類する契約に基づく事業を営む者

(4) 仮設又は臨時の店舗その他設置が恒常的でない店舗等で事業を営む者

(5) 事業の実施に関して、法令等による法的規制のため、事業内容、許認可

等に係る期間等に課題を有する者

(6) 町税に滞納がある者

(7) 創業に要する経費について、町又は他の団体から別に補助金の交付を受

けている者

(8) 創業しようとする事業が次に掲げる事業の者

ア 農業

イ 林業

ウ 漁業

エ 金融業及び保険業（生命保険媒介業、損害保険代理業及び損害査定業を

除く。）

オ 医療及び福祉の医療業のうち病院、一般診療所及び歯科診療所

カ 住宅宿泊事業法（平成29年法律第65号）第２条第３項に規定する住宅宿

泊事業

キ 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法

（平成23年度法律第108号）第２条第３項に規定する再生可能エネルギー

発電設備を用いた充電事業

ク 風俗営業等の規制及び業務の適性化等に関する法律（昭和23年法律第

122号）の規定による許可又は承認を要する事業

ケ その他補助金の助成先として社会通念上適正ではないと町長が判断す

る事業

（補助対象経費）

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

補助対象事業に係る経費のうち次に掲げるものとし、いずれの経費について

も消費税及び地方消費税並びに振込手数料は含まないものとする。

(1) 広告宣伝費

(2) 印刷製本費

(3) 店舗等改修費

(4) 設備及び備品購入費（汎用性が高く、本補助対象事業以外の目的にも使

用できる物の調達費用は除く。ただし、事業の実施に当たって必要不可欠で

あると町長が認めるものについては、この限りでない。）

(5) その他町長が適当と認める経費



２ 補助対象経費は、補助金の交付決定日から補助金の交付決定日の属する年

度の３月31日までに実施する事業に要した経費を対象とする。

（補助金額の額）

第５条 補助金の額は、補助対象経費の合計額の２分の１に相当する額とし、

100万円を限度とする。

２ 補助金の額に1,000円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるも

のとする。

（補助金の交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助

対象事業の着手前に次に掲げる書類を添付の上、邑楽町創業支援事業補助金

交付申請書（別記様式第１号）を町長に提出しなければならない。

(1) 登記事項証明書（法人の場合）又は個人事業の開廃業等届出書（個人の

場合）の写し

(2) 町税の完納証明書

(3) 営業許可証の写し（許認可を必要とする業種における創業の場合）

(4) 補助対象経費の根拠となる見積書等の写し

(5) 特定創業支援等事業を受けた者として、邑楽町が発行した証明書の写し

(6) その他町長が必要と認める書類

（補助金交付の決定）

第７条 町長は、前条の規定により申請書の提出があったときは、当該申請に係

る書面を審査し、及び必要に応じ現地調査等を実施し、申請が適正と認められ

るときは規則第６条の書類に代えて邑楽町創業支援事業補助金交付決定通知

書（別記様式第２号。以下「決定通知書」という。）により、不適当と認めら

れるときは邑楽町創業支援事業補助金不交付決定通知書（別記様式第３号）に

より補助対象者に通知するものとする。この場合において、補助金の適正な交

付を行うため必要があるときは、その交付の申請に係る事項について、修正を

加えて交付の決定をすることができる。

（申請の取下げ）

第８条 前条の決定通知書を受けた補助対象者（以下「補助事業者」という。）

は、当該決定通知書に係る補助金の交付決定の内容又はこれに付された条件

に対して不服があり、補助金の交付申請を取り下げようとするときは、当該通

知を受けた日から15日以内にその旨を記載した文書を町長に提出しなければ



ならない。

（権利譲渡の禁止）

第９条 補助事業者は、補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保

に供してはならない。

（理由の提示）

第10条 町長は、補助事業者に対し、補助金の交付決定の取消し、補助金の交付

決定を受けた補助事業の遂行の指示等をするときは、その理由を書面で示さ

なければならない。

（補助事業遅延等の報告）

第11条 補助事業者は、創業支援事業が予定の期間内に完了することができな

いと見込まれるとき又は創業支援事業の遂行が困難になったときは、速やか

に、邑楽町創業支援補助金事業遅延等報告書（別記様式第４号）を町長に提出

し、その指示を受けなければならない。

（申請事項の変更）

第12条 補助事業者は、創業支援事業の経費の内容を変更しようとする場合は、

速やかに邑楽町創業支援補助金変更交付申請書（別記様式第５号）を町長に提

出し、その承認を受けなければならない。

２ 町長は、前項の申請内容を審査した結果、既に決定した補助金の額等の変更

を決定したときは、邑楽町創業支援補助金変更交付決定通知書（別記様式第６

号）により、その旨を補助事業者に通知するものとする。

３ 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当した場合には、邑楽町創業

支援補助金交付決定取消通知書（別記様式第７号）により補助金の交付を取り

消すことができる。

(1) 補助金の交付申請及び実績報告において、虚偽の事実が認められた場合

(2) この要綱の規定又はこれに付した条件に違反したとき。

(3) その他公序良俗に反する事実が認められた場合

（実績報告及び補助金の額の確定）

第13条 補助事業者は、創業支援事業が完了した日から30日を経過する日又は

当該年度の３月末のいずれか早い日までに、規則第13条第１項の書類に代え

て邑楽町創業支援補助金実績報告書（別記様式第８号）に次の各号に掲げる書



類を添えて、町長に提出しなければならない。

(1) 経理書類等

(2) その他町長が必要と認める書類

２ 町長は、前項の規定による報告書の提出があったときは、その内容に係る書

類の審査を行い、必要があると認めた場合は現地調査を行い、その成果が補助

金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであると認められ

るときは、交付すべき補助金の額を確定し、規則第14条の書類に代えて邑楽町

創業支援補助金確定通知書（別記様式第９号）により、補助事業者に通知し、

補助金を交付するものとする。

３ 前項の審査又は調査において、補助事業者が創業支援事業の実施のため支

出したとする経費について、その使途、金額又は支出先の事実が領収書等の証

拠書類によって確認できないときは、第４条の規定にかかわらず補助対象経

費としない。

（補助金の経理）

第14条 補助事業者は、補助金に係る経理について、その収支の事実を明確にし

た証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会

計年度の終了後５年間保存しなければならない。

（財産の管理及び処分）

第15条 補助事業者は、当該事業により取得又は効用が増加した財産を、補助事

業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間、善良な管理者の注意をも

って管理しなければならない。

２ 補助事業者は、前項で定める期間を経過する前に、補助事業により取得し、

又は効用が増加した財産を処分しようとするときは、あらかじめ邑楽町創業

支援補助金に係る財産処分承認申請書（別記様式第10号）を町長に提出し、そ

の承認を受けなければならない。ただし、当該財産の取得価格又は増加価格が

50万円未満のものについては、この限りでない。

３ 町長は、前項の承認に係る財産を処分したことにより収入があったときは、

当該承認をした補助事業者に対し、その全部又は一部を町に納付させること

ができるものとする。

（調査）



第16条 町長は、補助金等に係る予算の執行の適正を期するために必要がある

ときは、補助事業者に対して報告をさせ、又は職員をして帳簿書類その他の物

件等について必要な調査をさせることができる。

（その他）

第17条 この要綱に定めるもののほか必要な事項については、町長が別に定め

る。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、公布の日から施行する。

（この要綱の失効）

２ この要綱は、令和８年３月31日限り、その効力を失う。


